
















室効果ガスの排出抑制 ・削減と濃度の安定化を図 り、温暖化防止 を実現する必要がある。
また、日本では、持続可能な経済成長に向け、構造改革が実施 されている。そこで、諸改
革の一環 として、社会的規制(中 心として、健康 ・衛生の確保、安全の確保及び公害の防
止 ・環境保全など)の あり方について検討する必要があると考 えられる。
その手段の一つとして、環境税が挙げられ る。定義上、環境税 とは、環境負荷の抑制が立
法 目的として根拠法で明示的に示 される上、.課税標準が環境負荷物質に対 して置かれる税 を
指す(諸 富2000.p.4)。他方、環境関連税 とは、結果的に、環境負荷の低減に寄与する可能
性があっても、それを主目的とはしない租税である。日本における環境関連税 とその主たる
課税 目的として、たとえば、揮発油税(道 路整備)、航空機燃料税(空 港整備等)、電源開発











本節 で は、問題 の所 在 とそれ に対す る 目標 を提示 す る。環境問題 の特徴 は.一般 に、厚 生経
済学 の第一定理(競 争 均衡 に よるパ レー ト最適の実現)が 成立 しない点 に ある。 その理 由 は
外部 費用 の存在 であ る。汚染者 と被害者 が異 な り、純 粋な市場機能 では損害 を防 止 ・処 理 し
えない。 そのため、市場価値 に反映 され ない社会 的費用(環 境破壊 、厚生損失 な ど)が 生 じ
る。 しか も、今 日の地 球環境 問題 の特徴 と.して、特定地域 で集 中的に発生す る公 害 に比 べ 、
一般 に、現 世代の負担 となる政策への支持 調達 が難 しい点 が挙げ られ る。理 由 として 、COz
な ど原 因物 質が特定の産業活動か らだけで はな く、人間の社会的 ・経済 的活動 全体 よ り排出
され る。 さらに、原 因物質が 、時間 と ともに地球規模 で拡大す る一方 、即時 的に人体 に悪影
響 を与 えるわけではない。 その ため、被害 の発生 が将来世代 に転嫁 され るか らで ある。
そ こで、各国及び国際社会 全体で、 「持 続可能 な開発」(国連気候変動枠組 条約 、UNFCCC;
UnitedNationsFrameworkConventiononClimateChange.1994年3月発効:第3条4項).を
目指 した温 暖化 対策 を実施す る必要 があ る6つ ま り、以下の三条件(1,自然 条件:生 物 多様
性 の保 護 、環境容 量の制約 、天然資源 の保全 など自然環境上の制約下 におけ る生 活の維 持 ・
発展 、2,世代 間公平性:現.世代 に加 えた後世 代の経 済成長 の保 障、3.社会 的正義 ・生活 の
質:人 類 ・民族 ・国家 ・社会 における博愛 ・連帯 ・創造性 に基づ く内実重視 の発展)の 均衡
を目指 した政策の実施 が求 め られ る(//。
具 体的 な排出抑制 ・削減 目標 と して 、枠組 条約に基づ く京都議定書(KyotoProtocol:2005
年2月 発効)に おいて、 と くに、 日本 はeon換算排 出量 をlssoa/esi減とす る国際公 約 を
設 定 した。 に もか かわ らず 、 日本 の温室 効果 ガ ス発生 量(CO2換 算)は13億3900万 トン
(2003年〉で、1990年(基準年:12億3700万トン)比+8.3%と増加基調 にある(環 境 省HP)。
そのため 、とくに 日本 では、抜本 的対策 が必要 とされ る。
京都 議定書 は非付属書1国 、と くに、 中国 、イ ン ドな ど温室効果 ガス排出上位 国(排 出量
で それ ぞれ14.5%及び4.4%.環境省HP)を 含 まず 、世 界の排 出量 の3割 程度 しか対象 とし
てい ない。そのため 、外部不経済 を内部化す るか否かで生産費 の格差 が生 じ、国際競争 上の
有利 ・不利 が生 じる。 とはいえ、日本 はCOP3(ConferenceoftheParties:気候変動 枠組条





務 が あ る 。経 済 成 長 と公 害 問題 の 二律 背 反 を克 服 した点 で 、知 識 共IPI体(Epistemic
Community)を組 織 し、知 見の国際 的共有 に率先 して取 り組 む ことも可能 で ある。 それ ゆ
え、以 下で見 るよ うに、政策の有効性 に関す る比 較検討 や実現可能性 を考慮 し、 目標 達成 を






温暖 化対策 と して 、規 制政策 を考察 の軸 に据 えた場合 、直接規 制(Command&Contro1:
指令 ・管理 型規 制)及 び代替規制(NonRegulatoryAlternatives)がある。直接規制 はP(プ
リンシパ ル:規 制当局)一A(エ ー ジェン ト:規 制企業)関 係 に基 づ き、規 制当局が民 間経 済
主体(民 間の汚染排 出主体 とくに企業)に 対 し、主 に、直接 、指令 ・禁止 など法律 ない し法
律 による行政処分や措置 を講 じる手法で ある。他方 、代替規制 は規 制 に依拠 しない手法 であ





















排出権取引は環境税 と同様、経済的誘引を通 じて民間経済主体に経済合理的な行動 を促す
ことで、目標達成を図る制度である。健全な自然環境 を公共財とし、汚染物質に財産権など
を設定 して、取引を行う。具体的には、国、地域、産業、企業、工場 とその設備毎などに設
定 された削減 目標の達成 を目指 し、各排出主体が限界汚染処理費用と排出権価格との均衡点
を基準に、自主的判断で削減量と取引量の組み合わせを決定する。そのため、以下の利点を
有する。1>企業:市場取引 ・技術開発で限界汚染処理費用が最小となる手段 を選択でき、企
業 イメージ向上 も図れ る。2)当局:課 税 と同様、監視 ・罰則適用費を要 しても、他の手段よ
りも一層、市場機能に依拠する分、管理費用が小 さく、情報の非対称性による問題の発生 も
抑 えられる。3)祉会=環 境保全が最小費用で達成 される。とくに、排出抑制 ・削減費用が国
際的に高い日本にとって有効である(4;。4)国際社会:各 排出主体の異なる限界費用が国際




補助金 に充てることで企業負担を軽減し、他の税で生 じうる歪みを相殺 して厚生改善を図り
うる。実際、EU各国の環境税は、概 して、環境 ・雇用対策の同時実施を目指し、一般財源へ
































へ と排出.:量.を.÷律に削減す.るこ.とが要請.され る急他方 、.環境税では、税率tを課すご.とで㍉
両社の排出量合計=100が目標 と.される:、...あ.るいは、逆に、総排出量が100と.なる税率tが 模





















縦 軸 は事業者の私的限界利潤(PMR)、 社会 的限界純便益(SMNB)、汚 染に よる社会 的限
界 費用(SMC:汚 染量 と比例 関係 にあ ると想定)、横軸 に生産(汚 染)量 を示 して いる(6)。
事業者 は利潤最大化(△XQ10)を 目指 して、PMR=0と なるQlまで生産 す ること を希望
す る。他方、社会的に最適 な生産水準 はSMNBとSMCの.交点Yに おけるQ*と 考 えられ る。
汚染量 が(e,→Q*)に 削減.され る.よう、当局 が事業者 に対 し、汚染活動1単 位に環境税t*
を賦課す る、あるいは、汚染削減1単 位 に補助 金t*を給付.する決定 を下 した とす る。
この場合 、 どち らの政策で.も、理論 上 、汚 染 は(Q,→Q*)ま で:削減 され る。何故 なら、
環境税 の場合、(Q*一Q,)間 で追 加1単 位 分の生産..('=汚染排出)に よる限 界利 潤 よ り、 そ
の分 の環境税額r*の 方 が大 き.い.。他方 、補助金の場合 、(R*一Q,〉間で追加1単 位 分.の生産
抑制 で失 う純便益 よ りも、その分の補助金 額の方 が大 きい。..そのため、 どちらも(4,→Q*〉
の生産削減.によ り、この条件下での限界利潤 を最大化で きるか らで ある。
とはい え、環境税 、補助金 、直接規 制 に よる限界利潤 ・社 会的便益の変化 を比較 す る.こと
で、政府 ・事業者.・市民の選好の違い が明 らかになる。
直 接 規 制 二規 制 前 の社 会 全 体 の 純 便 益 は 、 事 業 者 の 利 潤(XQ,0>一 市 民 の 被 害 額
(t*ZQ呈0)=(XYt*〉一(YZQ1>である』
直 接規制導入で は、事業者 に よる(Ql→Q*〉 の生産削減 で(YQ、Q*)分 、利潤 が減少 す
る一方、市民の被害額 は(YZQ}Q紛 分 、削減 され る。政府 は税収や補助.金負担 な.どが な く、
利得 増 はゼロ。利得 の増減 は事業者(一YQiQ*)+政 府(±0)+市 民(+YZQIQ*)島社 会全
体(+YZQ1)と な る。規制 政策 後の社 会全 体 の純 便益 は課 税政策 や補助金 政 策 と同様 に、
{(XYt*)一(YZQ,)1+(YZQI)=(XYt*〉になる。




課税 後 、事業者者 の利潤 は(XYt*)とな り、課税 前の(XQ,0)に 比べ 、台形(r*YQ10)
分 、減 少す る。政府は課税 で(t*YQ*0)分の税 収 を得 る。市民 は課税 で(YZQIQ*)分 の
被害額 を削減 で きる。社会全体の利得の増減=事 業者(一t*YQ10)+政府(+t*YQ*0)+市
民(+YZQiQ*)=(+YzQ1)となる。(YZQ1)分の増加 によ り課税後 の純 便益 は(XYt*)と
な る。
補助金:給 付前の社会全体の純便益 も、(XYt*)一(YZQ1).で示 され る。
政府 は(YZQIQ*)分 の補 助金 を負担 す る。 事 業者 は(QI→Q*)の 生産 削 減 に よ り、
(YZQ,)分の利 得 を得 る。 市民 は(YZQlQ*)分 の被害額 を削減で きる。社会全体の利得 の
増 減 嵩事業 者(+YZQ,)+政 府(一YZQlQ*)+市 民(+YZQ,Q*)藷(+Y7.Q,)となる。
(+YZQ1)分の増加 によ り、補助金政策後の純便益 も(xYC*)となる。
以上 よ り、 どの手段 で も、Q*が実現 され 、社会全体 の純 便益は(XYt*)が達成 され る。 こ
の時 、市民 の外部費用 は(t*YQ*0)となる。
しか し、政策手段 ご とに、事業者 と政府 、市民の利得損 失 は異 なる。そのため、主 体 ご と
に政策 の選好順位 は異 な る。事業者 は、補助金(+YZQI)〉直接規制(一YQ ,Q*)〉環境 税
(一t*YQ10)となる。そのため 、事業者 は当然 、環境 税 に反対 し、補助金 を選好す る。政 府
は3ケ ース あ り うる。権 限最大 化の場合 、市 場機 能へ 依拠 しない程度 か ら考 え、直 接規 制
(±0)〉補助 金(一YZQIQ*>〉環境税(+t*YQ*0)とな り、社会 的純 便益 最大 化の場合 、環
境 税(+YZQ、)=補 助 金=直 接 規 制(無 差 別 〉 とな り、 税 収 最 大 化 の 場 合 、 環 境 税
(+t*YQ*0)〉直接規制(±o)〉 補助金(一YZQ,Q*〉、 とな る。他方 、市民では2ケ ースあ り
うる。汚 染削減のみ を重視す る場合、環境税(+YZQIQ*)=補助金 需直接規制(無 差別)と な
る。他 方、補助金 に反対す る場合 、環境税(+t*YQ*0)〉直接規制(±0)〉 補助金( 一YZQ,
Q*)と なる。環境税導 入に関 し、事業者の反対 を受 けて も、環境 当局 による支持 に加 え、財
政 当局 が税収最大 化を選好す る場合 、市民 は当該 当局 と協調す るこ とが可 能 とな る。それゆ




















の深刻化なども見 られる。 これに対 し、新たな財源調達手段を確保するなど、抜本的な税制









この構造的条件に対 し、政治 ・経済 ・社会的要請に基づ く諸々の行動と取 り組みが行われ
た。国際会議などを通 じて温暖化対策の必要性への認識が高ま駄 国際的な知見の共有によ
り、UNFCCCのような知識共同体の発足をはじめ、枠組条約制定や各国温暖化対策法の制定
が促 された。国内では、行政面で、環境庁の省昇格(平 成13年1月)に始 まり、とくに、総
合規制改革会議(平 成13年9月一一16年3月〉とその継承プランたる規制改革 ・民間開放推進
3ヵ年計画(平 成16年3月開始、18年3月に延長)に より、構造改革 ・規制改革が進展 した。
その潮流下、規制の質を向上すべ く、平成18年度より、規制影響分析の本格的導入が開始さ
れた。平成18年5月、市場化テス ト関連法及び行政改革推進法 も成立 した。従来から米国で




市場機能が重視 され る。他方、環境税はマーシャルの外部性認識に端を発 し、ピグーの外部
費用の内部化に基づ くもので、政策的介入が重視 される。とはいえ、より根本的には、従来
型の直接規制 とは異なり、民間経済主体の経済合理的判断 と市場機能を活用し、かつ、技術
































フィス:ガ ソリン、LPG、灯油(上 流課税)、②主に事業活動(大 口排出者):石 炭、天然ガ
ス、重油、経由、ジェッ ト燃料(③ を除く。申告納税)、③電気事業者等:発 電量燃料、ガス








うる。 これに より、一世帯 あた りの年間負担額 は2100円と試算 されてい る。
他方 、税収(3700億円)の 使途 では、温 暖化対 策 と社会保険料 軽減 などに充 当 される。温
暖化対策 として、森林 整備 ・保全 、 自然エ ネル ギー等普 及促進 、住宅 ・ビル の省 エネル ギー
化 などに当て られ る。一般財源 として、地球温暖化対策 を支援す る税 制優遇措置 の財源 や地
方公共 団体へ の譲与 と して も充 て られる。2002年の排出量 に基 づ けば、京都議定書 で基準 と
される1990年の排出量の達成 に向 けて、'実質13.6%の削減 が必要 とな る。 これに対 し、環境

















温存 される可能性がある。 日本では、租税特別措d(第 二の補助金〉が企業への便宜供与の

































約」)の理念などの普及 ・促進などを通 じて環境民主主義の権利確立 を促 し、政策決定に国民




を通 じて、社会 ・経済システムを環境重視へと向ける触媒機能 を有 している。また、本稿で
見たように、事業者の反対はあって も、一定の条件下では、最適な手段となる。さらに、他










賄 の舳 な繍 蘭 が保醗 れねばならない・さらに旧 本醐 合遮 鱗 購 の担保法とLZ地
球 温 暖 化対 策 推 進 法 、 基 本方 針 と して 中 央 環 境 審 議 会 答 申 「地 球温 暖 化 対策 推 進 大綱 の 評 価 ・見 直 し
を踏 まえ た新 た な地 球 温 暖 化 対 策 め方 向性 につ い て(第2次 答 申 、 平成17年3月)」 な ど が あ る 。
(3)目本 の 温 室 効 果 ガ ス発 生 量(Co2換 算)の 内 訳 は 、 工場 な ど巌 業 部 門37.9%、自動 車 な ど運 輸 部 門
20,7%、オ フ ィス ビル な ど業 務 部 門15,6%、.家庭 部 門13.5%、電 力部 門6.8、 工業 プ ロ セ ス(石 灰
石 消 費 な ど)3,8%な ど(環 境 省HP)。
(4)CO2排出量(kg)/購買 力 平 価GDP($)〈2002年 〉で は 、世 界 平 均0,56、付 属 書 。国 平 均0.54、日
本0.40(IEA2004.0.P46)であ る 。 限 界 費 用/t-CO2では 、 日本 国 内 約1万 ～1万2000円 に 対
し、 日系企 業 の 海 外 プ ロ ジ ェ ク トで は約1000円と され る(青 山2005.34頁、 岸 本2005.30頁)。
(5)諸富2000.55頁を 参考 に筆 者 作 成 。
(6)横山2002.18-19頁を参考 に 筆者 作 成 。
(7)理論 上 、 各 種 排 出権 取 引 は 直 接 規 制 に 比 べ.て費 用 削 減 効 果 が あ る と さ れ る 。 た と え ば 、OECD
(1999,PP.15-19)は、SO,で25一一34%..(2億2500万ド～レー3億 .7500万ドル)、NOxで30%(1年 あ
た り8000万ドル)、 オ ゾ ン層 破 壊 物 質 の 排 出権 取 引 で49%の 費 用 削 減 効 果 を挙 げ て い る。 さ ら に 、
Tietenberg(1996,p,363)は、昂 小 で硫 酸 塩 の1,07倍(issz年、Pサ ンゼ ル ス)、最 大 で 微 粒 了 の
22,0倍(1984年、 南 部 デ ラ ウェ ア平 野)、Bohi&Burtaw(1997.p.21)は、SO;で15億～29億 ドル
(米国)費 用 削 減 効 果 を挙 げて い る。
(.8)環境 省 ア ンケ ー ト調 査.(2605年11月一 12月実 施 、2G歳 以F対 象1442名)"tは、 日本 へ の 環 境 税 導
人 に.つい て 、 「受 け 入 れ る」.26、6%、「ど ち ら.かと.昌え..ば受 け入 れ る」51.1%、「どち らか と言 え ば受
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